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特
定
労
働
者
派
遣
事
業
（
届
出
制
）
と

一
般
労
働
者
派
遣
事
業
（
許
可
制
）
の
区

別
を
廃
止
し
、
全
て
の
労
働
者
派
遣
事
業

を
許
可
制
と
す
る
。

　
派
遣
労
働
者
の
正
社
員
化
を
含
む
キ
ャ

リ
ア
ア
ッ
プ
、
雇
用
継
続
を
推
進
す
る
た

め
、
以
下
の
措
置
を
講
ず
る
。

①
　
派
遣
労
働
者
に
対
す
る
計
画
的
な
教

育
訓
練
や
、
希
望
者
へ
の
キ
ャ
リ
ア
・

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
派
遣
元
に
義

務
付
け
。

②
　
派
遣
期
間
終
了
時
の
派
遣
労
働
者
の

雇
用
安
定
措
置
※
（
雇
用
を
継
続
す
る

た
め
の
措
置
）を
派
遣
元
に
義
務
付
け
。

（
3
年
経
過
時
は
義
務
、
1
年
以
上
3

年
未
満
は
努
力
義
務
）

　
派
遣
元
の
義
務
規
定
へ
の
違
反
に
対
し

て
は
、 

許
可
の
取
消
も
含
め
厳
し
く
指

導
。

※
　
①
派
遣
先
へ
の
直
接
雇
用
の
依
頼 

②
新
た
な
派
遣
先
の
提
供

③
派
遣
元
で
の
無
期
雇
用

④
そ
の
他
安
定
し
た
雇
用
の
継
続

を
図
る
た
め
に
必
要
な
措
置

　

平
成
24
年
改
正
時
の
附
帯
決
議
等
を
踏
ま
え
、
派
遣
労
働
者
の
一
層
の
雇
用
の
安
定
、
保

護
等
を
図
る
た
め
、
全
て
の
労
働
者
派
遣
事
業
を
許
可
制
と
す
る
と
と
も
に
、
派
遣
労
働
者

の
正
社
員
化
を
含
む
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
、
雇
用
継
続
を
推
進
し
、
派
遣
先
の
事
業
所
等
ご
と

の
派
遣
期
間
制
限
を
設
け
る
等
の
措
置
を
講
ず
る
。

労
働
者
派
遣
法
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
案
の
概
要

１�

　�

派
遣
事
業
の
健
全
化

厚
生
労
働
省
ト
ピ
ッ
ク
ス�

（
厚
生
労
働
省
職
業
安
定
局
）

２�

　�

派
遣
労
働
者
の
雇
用
安
定
と

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ

労働者派遣を取り巻く現状と課題について
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厚
生
労
働
大
臣
は
労
働
者
派
遣
法
の
運

用
に
当
た
り
、
派
遣
就
業
が
臨
時
的
・
一

時
的
な
も
の
で
あ
る
こ
と
を
原
則
と
す
る

と
の
考
え
方
を
考
慮
す
る
。

　
現
行
制
度
で
は
、
専
門
業
務
等
の
い
わ

ゆ
る
「
26
業
務
」
に
は
期
間
制
限
が
か
か

ら
ず
、
そ
の
他
の
業
務
に
は
最
長
3
年
の

期
間
制
限
が
か
か
る
が
、
分
か
り
や
す
い

制
度
と
す
る
た
め
、
こ
れ
を
廃
止
し
、
新

た
に
以
下
の
制
度
を
設
け
る
。

①
　
事
業
所
単
位
の
期
間
制
限

　
派
遣
先
の
同
一
の
事
業
所
に
お
け

る
派
遣
労
働
者
の
受
入
れ
は
3
年
を

上
限
と
す
る
。
そ
れ
を
超
え
て
受
け
入

れ
る
た
め
に
は
、
過
半
数
労
働
組
合
等

か
ら
の
意
見
聴
取
が
必
要
。
意
見
が

あ
っ
た
場
合
に
は
対
応
方
針
等
の
説

明
義
務
を
課
す
。

②
　
個
人
単
位
の
期
間
制
限

　
派
遣
先
の
同
一
の
組
織
単
位
（
課
）

に
お
け
る
同
一
の
派
遣
労
働
者
の
受

○
現
在
、
特
定
労
働
者
派
遣
事
業
を
行
っ

て
い
る
事
業
主
に
関
し
て
は
、
経
過
措

置
が
設
け
ら
れ
る
。

　
改
正
法
案
で
は
、経
過
措
置
と
し
て
、

施
行
日
（
平
成
27
年
9
月
1
日
）
時
点

で
特
定
労
働
者
派
遣
事
業
を
行
っ
て

い
る（
届
出
を
し
て
い
る
）事
業
主
は
、

施
行
日
か
ら
3
年
間
（
平
成
30
年
8
月

31
日
ま
で
）
は
、
前
記
の
許
可
を
受
け

ず
と
も
、
引
き
続
き
「
派
遣
労
働
者
が

常
時
雇
用
さ
れ
る
労
働
者
の
み
で
あ

る
労
働
者
派
遣
事
業
」（
※
現
在
の
特

定
労
働
者
派
遣
事
業
）
を
行
う
こ
と
が

で
き
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

○
施
行
日
以
後
に
新
た
に
許
可
を
受
け
よ

う
と
す
る
場
合
、
小
規
模
派
遣
元
事
業

主
に
関
し
て
は
、
配
慮
措
置
が
設
け
ら

れ
る
。

　
常
時
雇
用
す
る
派
遣
労
働
者
の
数

が
少
な
い
派
遣
元
事
業
主
に
対
し
て

は
、
新
た
な
許
可
要
件
の
う
ち
、
事
業

の
財
産
的
基
礎
と
な
る
資
産
要
件
等

に
つ
い
て
、
一
定
の
軽
減
を
行
う
こ
と

を
検
討
し
て
い
る
。

遇
確
保
の
た
め
の
措
置
を
強
化
す
る
。

　

施
行
3
年
後
の
見
直
し
検
討
に
加
え
、

①
　
正
社
員
と
派
遣
労
働
者
の
数
の
動
向

等
を
踏
ま
え
、
能
力

の
有
効
発
揮
と
雇
用

安
定
に
資
す
る
雇
用

慣
行
が
損
な
わ
れ
る

お
そ
れ
が
あ
る
場
合

は
速
や
か
に
検
討
を

行
う
。

②
　
均
等
・
均
衡
待

遇
の
確
保
の
在
り
方

を
検
討
す
る
た
め
調

査
研
究
そ
の
他
の
必

要
な
措
置
を
講
ず
る
。

○ 

施
行
期
日
：
平
成

27
年
9
月
1
日
　
　

　
改
正
法
案
が
成
立

し
た
場
合
、
平
成
27

年
9
月
1
日
か
ら
、 

労
働
者
派
遣
事
業
を

新
た
に
行
う
に
は
、

許
可
要
件
を
満
た
し
、

許
可
を
受
け
る
こ
と

が
必
要
と
な
る
。

入
れ
は
3
年
を
上
限
と
す
る
。

　
派
遣
元
と
派
遣
先
双
方
に
お
い
て
、
派

遣
労
働
者
と
派
遣
先
の
労
働
者
の
均
衡
待

３�
　�
労
働
者
派
遣
の
位
置
付
け
の

明
確
化

４�

　�

よ
り
分
か
り
や
す
い
派
遣
期

間
規
制
へ
の
見
直
し

５�

　�

派
遣
労
働
者
の
均
衡
待
遇
の

強
化

６�　

検
討
規
定

現
在
特
定
労
働
者
派
遣
事
業
を

営
ん
で
い
る
方
へ
の
経
過
措
置

派遣期間制限の見直しにより対象外となる者の変化

※改正案による期間制限では、60歳以上の者も対象になる。
資料出所：総務省「労働力調査（H２６）」、厚生労働省「派遣労働者実態調査（H２４）、
　　　　　労働者派遣事業報告（H２６.6.1現在）

・26業務以外：原則１年、最長３年（同一
の業務（係）単位）

・26業務※：期間制限の対象外
※26業務とは、ソフトウェア開発・事務用機

器操作等の専門性の高い業務。

期間制限の対象外　　　　
いわゆる「26業務」　

[39%]

それ以外の業務
[61%]

・有期雇用※：上限３年（同一の組織（課）
単位）

・無期雇用：期間制限の対象外
※事業所単位では原則３年（延長には意見聴

取必要）

期間制限
の対象外
無期
雇用
[17%]

－現　行－

４割（26業務）
期間限定の対象外※

－改正案－

２割弱（無期雇用）

有期雇用
[83%]

常用型
（77万人）

登録型
（49万人）

有期雇用のうち、
１年超の雇用の見込

みがある者


